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28年度に策定した「ブロックチェーンを活用したシステ
ムの評価軸ver1.0」を用いて評価を行った。
　②法解釈の明確化、法制度面での課題調査において
は、弁護士、学識経験者、ブロックチェーンに係わる民
間団体、民間企業等からなる検討会を開催。ブロック
チェーンを活用した電磁的記録による交付等の適法性、
スマートコントラクトによる契約の有効性、トークンの
移転に伴う権利移転の有効性、治験関連文書の交付等の
適法性、EVバッテリーの残存価値測定方法の標準化等に
ついて検討がなされた。
　③システムを構築する際の要素技術の整理において
は、ブロックチェーンシステムの社会実装を促進する
ために、「性能効率性」「保守・運用性」「セキュリ
ティ」に関連する課題を解決する要素技術について、
技術の内容及び実装の可否（開発状況）について調査し
た。
　また、今後期待される取り組みとして、法制度上の課
題に対しては、ブロックチェーン技術以前に分散型社会
を前提としていない法規制の見直し、スマートコントラ
クト等に関する実運用上の指針の策定などが社会実装を
促進するため必要になるのではないかと指摘があった。
　同じく、処理性能や保守・運用性に関する技術につい
ては、今後、さらなる研究開発が必要ではないか、「セ
キュリティ」に係る要素技術など実利用可能段階にある
ものについては、システムへの実装が促進されることが
必要ではないかとの指摘があった。

分散型システムに対応した技術・制度等に
係る調査報告書を公表【経済産業省】
　経済産業省は、「平成29年度我が国におけるデータ駆
動型社会に係る基盤整備（分散型システムに対応した技
術・制度等に係る調査）」を実施し、ブロックチェーン
をはじめとした分散型システムを社会実装していくため
に必要な要素技術・法制度等について調査し、7月23日、
報告書を取りまとめた。
　ビットコイン等の価値記録の取引に使用されているブ
ロックチェーン技術は、その構造上、従来の集中管理
型のシステムに比べ、「改ざんが極めて困難」であり、
「実質ゼロ・ダウンタイム」なシステムを「安価」に構
築可能という特性を持つとも言われ、非金融領域を含む
非常に幅広い分野への応用が期待されている。一方で、
インフラや生活基盤への実装については、品質やコス
ト、法制度等、さまざまな課題の検討が必要となってい
る。そこで経済産業省では、分散型システムの社会実装
を後押しすることを目的として、①ユースケースの抽出
及び評価、②法解釈の明確化、法制度面での課題調査、
③システムを構築する際の要素技術の整理について調
査・検討を行った。
　①ユースケースとしては、医療・ヘルスケア分野から
「治験データ管理プラットフォーム」、物流・サプライ
チェーン・モビリティ分野から「EVバッテリーライフサ
イクル管理プラットフォーム」、スマートプロパティか
ら「スマートトークンプラットフォーム」を選定。平成
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